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No 要因 更新前 更新後
年便益

（百万円）
総便益

（百万円）
総費用

（百万円）
B/C

⓪ H29再評価 H29-0 610 12,025 8,300 1.45
① 各種資産評価単価の更新 H29-0 H29-1 672 13,243 8,300 1.60
② 資産データの更新 H29-1 H29-2 742 13,983 8,300 1.68
③ 治水経済マニュアル（案）の改訂 H29-2 H29-3 798 15,080 8,300 1.82
④ 基準年度の更新 H29-3 H29-4 798 18,347 10,591 1.73
⑤ その他、事業実施時期の変更等 H29-4 R4-0 879 19,309 10,807 1.79

前回（H29）事業再評価と今回(R4)事業評価のB/C変化要因について
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・総便益の変化要因は以下のとおりである。
①各種資産単価の更新
②資産データの更新
③治水経済マニュアル（案）の改訂
④基準年の更新（H29→R4）
⑤その他、事業実施時期の変更等

・上記の要因によってB/Cは1.45→1.79に変化する。



No 要因 更新前 更新後
年便益

（百万円）
総便益

（百万円）
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③ 治水経済マニュアル（案）の改訂 H29-2 H29-3 798 15,080 8,300 1.82
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①各種資産単価の更新によるB/Cの変化
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・資産単価をH29.2公表値からR4.3公表値に変更した。
・各種資産単価の更新によりB/Cは1.45→1.60になる。

主な項目の資産単価の変化

項目 単位 ①H29.2公表単価 ②R4.3公表単価 倍率（②/①）

家屋 千円/m2 177.4 206.7 1.17

家庭用品 千円/世帯 13,004 12,537 0.96

事業所在庫
（卸売業、小売業）

千円/人 2,264 2,582 1.14

事業所償却
（卸売業、小売業）

千円/人 1,772 2,614 1.48

農作物価格（水稲） 千円/トン 169 237 1.40

資産単価の更新により、資産額が増加するため、総便益が増加し、B/Cが増加する。



資産データの更新により、
浸水範囲内での資産数量が増加するため、
総便益が増加し、B/Cが増加する。
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③ 治水経済マニュアル（案）の改訂 H29-2 H29-3 798 15,080 8,300 1.82
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②資産データの更新によるB/Cの変化
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データ名 前回使用データ 今回使用データ

国勢調査
H22

1kmメッシュ
H27

500mメッシュ

経済センサス
H26

1kmメッシュ
H26

500mメッシュ

土地利用
H26

100mメッシュ
H28

100mメッシュ

延床面積
H22

100mメッシュ
同左

使用した資産データ 資産数量の変化
1/100規模での
浸水範囲

H26
(1kmメッシュ)

H26
(500mメッシュ)

経済センサス
（従業者数）

資産分布の精度が向上し、
氾濫原内の従業者数が増加

・資産データを最新版に更新した他、データの精度を高めるため、国勢調査及び経済センサスのメッシュサイズを
1kmメッシュから500mメッシュに変更した。
・資産データの更新によりB/Cは1.60→1.68になる。

※メッシュ面積が1/4に
なったため
凡例も1/4にしている

増加
減少
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・治水経済マニュアル（案）がR2.4に改訂された。（前回再評価ではR17.4公表版を使用）
・治水経済マニュアル（案）の改訂によりB/Cは1.68→1.82になる。

治水経済調査マニュアル（案）の改訂により、被害額が増加するため、
総便益が増加し、B/Cが増加する。

新旧マニュアルによる被害額の差（H29-2とH29-3の比較）
様式－３ 被害額（事業実施前） 流量規模：1/80 （単位：百万円）

償却 在庫 償却 在庫

1 5217 4993 2910 867 34 17 14040 2 110 111 23782 720 245 274 519 499 - 0 1738 39671 旧マニュアル

1 8762 8784 3140 1316 51 22 22075 3 161 163 17265 992 699 354 1052 409 547 0 2453 41957 新マニュアル

小計

水系名：高津川水系 河川名：高津川

小計 水稲 畑作物 小計
清掃労働

対価
代替活動

等

備考
氾濫

ブロック

一般資産被害額 農作物被害額

公共土木
施設等
被害額

営業停止
損失

家屋における応急対策費用

家屋 家庭用品
事業所資産 農漁家資産

事業所
における
応急対策

費用

国・地方
自治体

における
応急対策

費用

その他の
間接被害

小計 合計

※既存被害額との主な変更点
１．家庭用品を家庭用品（自動車以外）と自動車に分割

※自動車は階数補正がかからないことに注意
２．被害率の更新（全項目）
３．営業停止、停滞日数、清掃延日数等の更新
４．公共土木施設等被害の農地、農業用施設の計上方法の変更

①一般資産被害額の1.69倍から0.742倍に変更
②上記に浸水区域内の田畑面積に単位面積あたりの被害額を乗じた値を加算
（浸水している田畑面積を集計する必要がある）

５．水害廃棄物の処理費用（国・地方自治体における応急対策費用）の新規追加（家庭用品被害額の×6.23％）

被害額増加項目
被害額減少項目



③治水経済マニュアル（案）の改訂によるB/Cの変化

・治水経済マニュアル（案）の改訂に伴う旧マニュアルとの主な変更点は以下の通り。

主な変更内容 ①旧マニュアル ②新マニュアル

①家庭用品を家庭用品
（自動車以外）と自動
車に分割

家庭用品被害額=
階数補正後家庭用品資産額×被害率

家庭用品被害額=
階数補正後家庭用品資産額(自動車以外)×被害率
+家庭用品資産額（自動車）×被害率

②被害率の更新
（全項目）

下表は家屋被害率の例だが他の項目(家庭用品、事
業所償却・在庫、農漁家償却・在庫)も更新

③営業停止、停滞日数、
清掃延日数等の更新

下表は営業停止・停滞日数の例だが他の項目(清掃
延日数、代替活動等支出負担単価)も更新
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増加 新規減少



③治水経済マニュアル（案）の改訂によるB/Cの変化
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・治水経済マニュアル（案）の改訂に伴う旧マニュアルとの主な変更点は以下の通り。

主な変更内容 ①旧マニュアル ②新マニュアル

④公共土木施設等被害
の農地、農業用施設の
計上方法の変更

公共土木施設等被害額=
一般資産被害額×被害率(169.4%)

公共土木施設等被害額=
一般資産被害額×被害率(74.2%)
+水田・畑面積×被害率(541+998=1539円/m2)

⑤水害廃棄物の処理費
用（国・地方自治体に
おける応急対策費用）
の新規追加

計上しない 水害廃棄物の処理費用=
家庭用品被害額×被害率(6.23%)

増加 新規減少

小計 74.5%



様式-5　費用対便益 水系名：高津川　　　　河川名：高津川，派川，白上川，匹見川 単位（百万円）

便益B 費用C

便益① 建設費③ 維持管理費④ 計③＋④

便益
現在

価値
費用

現在

価値
費用

現在

価値
費用

現在

価値

H20 105.8 1.024 -9 0 0 388 565 0.0 388 565

H21 102.5 1.057 -8 17 23 554 801 1.0 1.4 555 802

H22 102.6 1.056 -7 42 55 223 310 1.0 1.4 224 312

H23 104.7 1.034 -6 51 65 107 141 1.0 1.3 108 142

H24 103.0 1.051 -5 56 68 339 433 1.0 1.3 340 435

H25 105.5 1.027 -4 71 83 468 562 1.0 1.2 469 563

H26 108.9 0.994 -3 92 103 394 440 1.0 1.1 395 442

H27 108.3 1.000 -2 109 118 280 303 1.0 1.1 281 304

H28 108.3 -1 122 126 258 268 1.1 1.2 259 269

H29 108.3 0 133 133 158 158 1.2 1.2 159 159

純現在
価値
B-C

残存
価値
②

計
①+②

費用
便益比
B/C

既

往
投
資
額

基準年の⑤
÷⑤

区分 年度
ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ
指数

ｔ

便益B 費用C

便益① 建設費③ 維持管理費④ 計③＋④

便益
現在
価値

費用
現在
価値

費用
現在
価値

費用
現在
価値

H20 95.4 1.140 -14 0 0 388 766 0.0 388 766

H21 92.4 1.177 -13 17 29 554 1,085 1.0 1.7 555 1087

H22 92.5 1.176 -12 42 67 223 421 1.0 1.6 224 422

H23 94.8 1.148 -11 51 79 107 190 1.0 1.5 108 191

H24 94.5 1.151 -10 56 83 339 577 1.0 1.5 340 578

H25 96.5 1.127 -9 71 101 468 751 1.0 1.4 469 752

H26 99.7 1.091 -8 92 126 394 588 1.0 1.4 395 589

H27 100.0 1.088 -7 109 144 280 401 1.0 1.3 281 403

H28 100.6 1.082 -6 122 154 258 353 1.1 1.4 259 354

H29 102.9 1.057 -5 133 162 158 204 1.2 1.4 159 205

H30 106.5 1.022 -4 140 164 154 184 1.2 1.4 155 185

H31 108.8 1.000 -3 166 187 328 369 1.3 1.4 330 371

H32 108.8 1.000 -2 223 241 328 355 1.4 1.5 330 357

H33 108.8 1.000 -1 279 291 301 313 1.5 1.5 302 314

H34 108.8 1.000 0 331 331 328 328 1.5 1.5 330 330

純現在

価値
B-C

残存
価値
②

計
①+②

既

往
投

資
額

基準年の⑤

÷⑤
区分 年度

ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ

指数
ｔ

費用

便益比
B/C

No 要因 更新前 更新後
年便益

（百万円）
総便益

（百万円）
総費用

（百万円）
B/C

⓪ H29再評価 H29-0 610 12,025 8,300 1.45
① 各種資産評価単価の更新 H29-0 H29-1 672 13,243 8,300 1.60
② 資産データの更新 H29-1 H29-2 742 13,983 8,300 1.68
③ 治水経済マニュアル（案）の改訂 H29-2 H29-3 798 15,080 8,300 1.82
④ 基準年度の更新 H29-3 H29-4 798 18,347 10,591 1.73
⑤ その他、事業実施時期の変更等 H29-4 R4-0 879 19,309 10,807 1.79

④基準年度の更新によるB/Cの変化
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・基準年度をH29→R4に更新したことで、現在価値化の係数とデフレーター指数が共に増加するが、現在価値化
の影響のみ受ける便益よりも現在価値化とデフレーター指数の影響を受ける費用の方が増加割合が大きいた
め、B/Cが減少する。
・基準年度の更新によりB/Cは1.82→1.73になる。

基準年度の更新により、総便益の増加割合に対して、
総費用の増加割合が大きいため、B/Cが減少する。

0

200

400

600

800

1000

1200

H20 H30 H40 H50 H60 H70 H80 H90 H100

便
益
（

百
万
円
）

R10    R20 R30    R40   R50    R60   R70

0

200

400

600

800

1000

1200

費
用
（
百

万
円
）

現在価値化前
現在価値化（H29基準）
現在価値化（R04基準）

H29基準よりR04基準の方が便益が大きくなる

H29基準よりR04基準の方が費用が大きくなる

基準年からの経過年数

年度ごとに更新される値 =

⑤ ⑥ ⑦

現在価値
が増加

⑧

⑩×⑧

⑨

⑦

1.04^⑥
1.04^⑥

=

⑩×⑨
1.04^⑥

=

⑩

⑩が増加するため、⑥の変化の影響のみ
受ける便益よりも⑥と⑩の影響を受ける
費用の方が増加割合が大きい。
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・ 前回事業再評価時には当面整備で上流部、下流部共に治水安全度を1/30で整備予定であったが、「防災・減
災、国土強靱化のための５か年加速化対策」等で近年集中的に事業を実施し、下流部の治水安全度を1/50ま
で向上させることとなった。そのため、早期に便益が出るようになった。
・このような事業実施時期の変更等によりB/Cは1.73→1.79になる。

⑤その他、事業実施時期の変更等によるB/Cの変化

8

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策の工程表

整備箇所 ０年目 １年目 ２年目 ３～５年目
Ｒ2年度 Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5~7年度

① 河道掘削・護岸整備
② 河道掘削・護岸整備
③ 河道掘削
④ 河道掘削・護岸整備

５か年加速化対策により
益田市街地の治水安全度
が1/50まで向上。


